
平成２５年 ３月 

九州経済産業局 

産業部中小企業課 

中小企業支援施策概要 



中小企業の現状 
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中小企業の業況感（１） 

中小企業の業況判断ＤＩ（九州：▲24.3）は、足踏みがみられる。マイナス幅がやや縮小。 
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中小企業の資金繰りの状況 

東日本大震災の影響などにより、中小企業の資金繰りは悪化したが、このところ改善して
いる。 
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○九州の企業倒産件数は、2008年のリーマンショック以降、セーフティネット貸付、

景気対応緊急保証制度、中小企業金融円滑化法等の政策効果もあって低水準で推移。 

○2011年度の九州の倒産件数は８３７件で、前年度比7.4％増と３年ぶりに増加す

るも、依然として低水準。（参考：2012年８１９件） 
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倒産動向 ～低水準で推移～ 
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中小企業施策概要 

１．中小企業政策審議会企業力強化部会中間 
  とりまとめのポイント 
  ・経営支援の担い手の多様化・活性化／中小企業金融 
２．中小企業経営力強化支援法の概要 
  ・中小企業支援事業の担い手の多様化・活性化 
３．中小企業政策審議会“ちいさな企業”未来部会 
  のとりまとめ配布資料抜粋(H24.7.24) 
  ・“ちいさな企業”未来会議のとりまとめの概要 
  ・若手青年層、女性層が活躍できる場 
４．中小企業金融円滑化法の最終延長を踏まえた中小企業経営支援 
     の取組融円滑化法の最終延長を踏まえた中の小企業経  
     ・九州管内の中小企業支援ネットワーク状況 
  ・中小企業再生支援協議会の機能強化 
 
５．日本経済再生に向けた緊急経済対策 
      と平成２５年度中小企業関係予算案の概要 
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１． （平成23年12月） １．中小企業政策審議会 企業力強化部会の中間取りまとめのポイント（平成23年12月） 
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経営支援の担い手の多様化・活性化／中小企業金融 
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 （支援事業） 
 

・経営の診断、事業計画
策定及び実施に係る指
導・助言、等 

保険引受相談 
（短期融資） 

 

 

○ 中小企業の経営力の強化を図るため、① 既存の中小企業支援者、金融機関、税理士・税理士法人等の中小企業の支援事業を行う者を認
定し※ 、中小機構によるソフト支援などその活動を後押しするための措置を講ずるとともに、②ものづくり産業のみならず、高付加価値型産
業（クールジャパンとしての地域産業資源、農業、コンテンツ産業等）も世界に発信可能な潜在力を有する中で、中小企業の海外展開を促進
するため、日本政策金融公庫及び日本貿易保険を活用した中小企業の海外子会社の資金調達を円滑化するための措置を講ずる。 

 

※ 中小企業の経営状況の分析、事業計画策定及び実施に係る指導・助言を行う者を認定。 

(1)  中小企業の海外における商品の需要の開拓の促進等のための中小企業の新たな事業活動の促進に関する 
法律等の一部を改正する法律（中小企業経営力強化支援法）の概要 

※改正対象は、中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律、中小企業による地域産業資源を活用した事業活動の促進に関する法律、中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の促進に関する法律 

 

○ 中小企業の経営課題は、多様化・複雑化。財務及び会計等の専門的知識を有する者（既存の中小企業支援者、金融機関、税理士・税理士
法人等）による支援事業を通じ、課題解決の鍵を握る事業計画の策定等を行い、中小企業の経営力を強化することが急務となっている。 

○ また、内需が減退する中、中小企業が海外展開を行うに当たって、中小企業の海外子会社の資金調達が困難など、資金面での問題が生じ
ている。このため、中小企業が海外で事業活動を行う際の資金調達を円滑化するための措置を講ずることが急務となっている。 

背景 

措置事項の概要 

法律の概要 

 １．支援事業の担い手の多様化・活性化 

 ２．海外展開に伴う資金調達支援 

１．支援事業の担い手の多様化・活性化 
 

（１）既存の中小企業支援者、金融機関、税理士・税理士法人等
の支援事業を行う者の認定を通じ、中小企業に対して専門
性の高い支援事業を実現する。  

（２）中小機構の専門家派遣等による協力や保証付与による資
金調達支援を通じ、支援事業を支援する。 

（３）これらにより、中小企業は質の高い事業計画を策定すること
が可能となり、経営力の強化が図られる。 

２．海外展開に伴う資金調達支援 
 

承認又は認定を受けた計画に従って事業を行う中小 
企業者に対し、以下の措置を講じる。  
（１）日本政策金融公庫の債務保証業務、日本貿易保険

の保険業務を拡充し、中小企業の外国関係法人の海
外現地金融機関からの資金調達を支援する。 

（２）中小企業信用保険の保険限度額を増額し、親子 
  ローン等を通じた海外展開を支援する。 

国内事業基盤の維持に配慮する。 

主務大臣 

認定 申請 

中小機構 
（①中小機構法の特例） 

信用保証協会 
（②信用保険法の特例） 

支援措置 
本法律で対応 

・専門家派遣等による 

 協力 

・保証付与による資金 

 調達支援 

中
小
企 
業 
者 

中小企業者に 
対する支援措置 

信用保証協会 

信用保証料の引下げ 

（予算措置） 

主務大臣又は 
都道府県知事 

海外現地 
金融機関 

外国通貨建融資 

承認・認定 

保証(L/C) 

申請 

融資 
（海外投資の 
 ための資金） 

本邦 
金融機関 

信用保証協会 
（信用保険法の特例） 

保証（限度額の増額） 出資等 

②親子ローン等を通じた
資金調達支援 

（保険限度額の増額） 

①現地子会社資金調達支
援（L/C発行、保険付保） 

出資関係等 

外国関係法人・ 
海外支店 

保険 

３．経営基盤強化計画の廃止 
 

保証申込 
（長期融資） 

海外展開に 
取り組む 
中小企業 

日
本
公
庫 

（日
本
公
庫
法
の
特
例
） 

 

経営革新等支援機関※ 

（既存の中小企業支援者 
金融機関、税理士・税理士法人等 ） 

 

 ※ 中小企業の経営状況の分析、事業計画策
定及び実施に係る指導・助言 

 

リスクシェア 

日
本
貿
易
保
険 

（貿
易
保
険
法
の
特
例
） 

本邦 
金融機関 
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○中小企業の経営課題の多様化・複雑化 
 

 内需減退、円高や震災の影響、取引先企業の海外流出、新興国との競争激化、本格的な海外展開、等 
 

○新たな支援事業を行う担い手の登場 
 

 地域金融機関による支援事業（リレーションシップ・バンキング）など 

中小企業支援事業の担い手の多様化・活性化 

１．中小企業支援事業の担い手の多様化・活性化 
 

 

 既存の中小企業支援者に加え、金融機関、税理士・税理士法人等の支援事業を行う者の認定を通じ、中小企
業に対して専門性の高い支援事業を実現する。 

 

２．中小企業の支援事業を行う者への支援措置 
 

 中小機構の専門家派遣等による協力や保証付与による資金調達支援を通じ、中小企業支援事業を支援する。 

問題意識 

支援措置 

主務大臣 

認定 申請 

支援措置 

本法律で対応 

・専門家派遣等による協力 

・保証付与による資金調達支援 

中
小
企 

業 

者 

中小企業者に 

対する支援措置 

（支援事業） 
   

・経営の診断、事業計画
策定及び実施に係る指
導・助言 等 

信用保証協会 

信用保証料の引下げ 

（予算措置） 

中小機構 
（①中小機構法の特例） 

信用保証協会 
（②信用保険法の特例） 

 

経営革新等支援機関※ 

（既存の中小企業支援者 

金融機関、税理士・税理士法人等） 

 
※中小企業の経営状況の分析、事業
計画策定及び実施に係る指導・助言 

 

中小企業に対して「チーム」として専門性の高い支援を行うための体制を整
備する。 9 
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これまでの認定状況 

これまでの認定機関数は、九州地域で４１０機関（全国５，４８１機関）。 

認定支援機関一覧はこちら＞＞＞ 

  http://www.kyushu.meti.go.jp/seisaku/chusho/keieiryokukyoukahou.html 
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税理士・
税理士法

人 

公認会計
士・監査

法人 

弁護士・
弁護士法

人 

商工会・
商工会議
所・中央

会 

中小企業
診断士・

コンサル・
NPO等 

財団法
人・社団

法人 
金融機関 合 計 

九 州 292  14  25  8  21  2  48  410  

福岡県 96  10  8  1  10  2  12  139  

佐賀県 9  0  2  2  4  0  7  24  

長崎県 40  2  4  0  1  0  4  51  

熊本県 45  1  6  1  1  0  5  59  

大分県 26  0  1  0  1  0  6  34  

宮崎県 26  1  3  3  1  0  7  41  

鹿児島県 50  0  1  1  3  0  7  62  
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(4) 中小企業再生支援協議会の機能強化 
 ・再生手法の見直し（金融機関の主体的関与等による

標準処理期間の短縮等） 

 ・人員体制の拡充 

 ・相談窓口機能の強化 

 

(5) 中小企業支援ネットワーク（仮称）の創設 
 ・地域金融機関、再生支援協議会、中小企業支援機

関、財務局、経済局、県等の連携強化 

 ・ネットワーク会議、経営サポート会議 

 

○事業再生ファンドの設立促進 

○事業引継ぎ支援センターの活用 

経営改善・事業再生支援 

(1) 中小企業経営力強化支援法（新規） 
 ・経営革新等支援機関の認定（金融機関、税理士・税

理士法人等） による担い手の多様化・活性化 

 ・中小機構の専門家派遣、信用保険料の引下げ等 

 

(2) 中小企業支援ネットワーク強化事業 
 ・巡回アドバイザー相談、専門家派遣 

 ・支援機関人材の能力向上 

 ・経営改善計画策定支援、期中管理等 

 

(3) 高度実践型支援人材育成事業（新規） 
 ・金融機関等職員の企業支援人材育成。 

 ・支援機関の研修生を受入に対する補助。 

経営力強化支援 

中小企業金融円滑化法の最終延長を踏まえた中小企業経営支援の取り組み 

○中小企業金融円滑化法の期限の最終延長等について（H23.12.27金融庁） 
 ・貸付条件の変更等の実行率は９割を超える水準。一方で、貸付条件の再変更等が増加。経営改善計画の策定が進
んでいない中小企業も。 

○中小企業の経営支援のための政策パッケージ（H24.4.20内閣府・金融庁・中小企業庁） 
 ・金融機関によるコンサルティング機能の一層の発揮 
 ・企業再生支援機構及び中小企業再生支援協議会の機能及び連携の強化 
 ・経営改善・事業再生支援の環境整備 
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中小企業の経営改善につながる出口戦略 
○中小企業の経営力強化、経営改善・事業再生の促進等を図るため、以下の取り組みを重点的に実施。 

○環境整備のため、九州財務局、福岡財務支局等関係機関との連携を一層強化。 

《金融円滑化法による条件変更先は３０～４０万社》 《本格的な再生支援が必要な先は５～６万社》 



九州経済産業局管内の状況 【福岡県】 

【佐賀県】 

【長崎県】 

ネットワークの名称 福岡県中小企業経営強化支援協議会（新設） 

設立日 平成24年10月19日 

構成機関 
福岡県（事務局）、地域金融機関、政府系金融機関、
商工団体 等 【全39団体】 

個別事業者を支援
する枠組 

・10月26日付けで構築済み（新設） 

・名称：中小企業経営改善・金融サポート会議 

・事務局：保証協会 

ネットワークの名
称 

さがん中小企業支援ネットワーク会
議（既存） 

設立日 平成24年10月19日 

構成機関 
保証協会（事務局）、地域金融機関、
政府系金融機関、中小団体 等 

【全24団体】 

個別事業者を支
援する枠組 

・既存のバンクミーティング等を活用 

・事務局：保証協会 

ネットワークの名称 
がんばる長崎中小企業経営支援ネットワー
ク（新設） 

設立日 平成24年8月31日 

構成機関 
保証協会（事務局）、地域金融機関、政府
系金融機関、商工団体 等 【全32団体】 

個別事業者を支援
する枠組 

・8月31日付けで構築済み（新設） 

・名称：サポート会議 

・事務局：保証協会 
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ネットワー
クの名称 

熊本県中小企業再生支援連携会議（既存） 

（通称：がんばろう！くまもと再生支援ネット
ワーク） 

設立日 平成22年6月29日 

構成機関 
保証協会（事務局）、地域金融機関、政府系
金融機関 等 【全19団体】 

個別事業
者を支援
する枠組 

・既存の枠組（個別支援会議）を活用 
・事務局：保証協会 

【熊本県】 

ネットワークの名称 かごしま中小企業再生支援ネットワーク（新規） 

設立日 平成24年9月7日 

構成機関 
鹿児島県（事務局）、地域金融機関、政府金融
機関、商工団体 等 【全22団体】 

個別事業者を支援
する枠組 

・4月1日付けで構築済み（既存） 
・名称：かごしま中小企業サポートミーティング 
・事務局：保証協会 

ネットワークの名称 中小企業の経営支援に関する連携協力協定幹事会（既存） 

設立日 平成24年3月30日 

構成機関 
商工会議所連合会（事務局）、地域金融機関、商工団体 等 【全
9団体】 

個別事業者を支援
する枠組 

・7月17日付けで構築済み（既存） 

・名称：宮崎県中小企業経営支援会議 
・事務局：保証協会 

ネットワークの名称 大分県中小企業サポート推進会議（既存） 

設立日 平成24年10月25日 

構成機関 
保証協会・大分県（事務局）、地域金融機関、政府
系融資機関、商工団体 等 【全21団体】 

個別事業者を支援す
る枠組 

・10月1日付けで構築済み（新設） 

・名称：経営サポート連絡会議、サポートミーティン
グ 
・事務局：保証協会 

【鹿児島県】 

【宮崎県】 

【大分県】 
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各県に設置された中小企業再生支援協議会では、事業面の改善、金融調整による負債の圧
縮等を通じた企業の事業再生を推進し、地域経済の活力維持や雇用確保に大きく貢献。 

中小企業再生支援協議会  
  

 
 

・常駐専門家が、面談や提出資料の分析を通じて
経営上の問題点や具体的な課題を抽出 
・課題の解決に向けて、適切なアドバイスを実施 
・必要に応じ、関係支援機関や支援施策を紹介 

「再生計画」を作成して金融機関と調整する
必要があると協議会が判断した場合 

再生計画の策定支援 

関係機関との調整 

・専門家（弁護士、公認会計士、税理士、中小
企業診断士等）からなる個別支援チームを結成
し、具体的な再生計画の策定を支援 

・関係金融機関等との調整を実施 

フォローアップ 
・計画策定後も定期的なフォローアップ、必要なア
ドバイスを実施 

課題解決に向けたアドバイス 

窓口相談（第一次対応） 

「再生計画」策定支援（第二次対応） 

支援スキーム 

中小企業再生支援協議会の機能強化 
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○各都道府県に「中小企業再生支援協議会」を設置し、事業再
生の専門家が常駐。 

○中小企業の再生に係る相談に対応（１次対応）し 、必要があれ

ば再生計画策定支援（２次対応） を行う。 
 

【九州の再生支援協議会の活動状況：H15年度以降の累計】 
・相談取扱い企業は、３，７４３企業（全国：23,881件） 

・再生計画策定支援完了は、３９３件（全国：3,200件） 
・２５，６０９人（全国：205,522人）の雇用を確保。 (H24/3/31現在) 
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日本経済再生に向けた緊急経済対策
及び平成２５年度予算案の概要 
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１．日本経済再生に向けた緊急経済対策       
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１．民間投資の喚起による成長力強化 

（１）成長力強化、省エネ、再エネ促進等のための設備投資等の促進（３，１３５億円） 
 ○円高・エネルギー制約対策のための先端設備等投資促進事業（補助） ２，０００億円 
     産業の競争力強化・空洞化防止に向け、円高やエネルギー制約の克服に資する最新設備・生産技術等の導入 

    を支援するため、設備投資に係る費用の一部補助を実施する。 
 

 ○スマートマンション導入加速化推進事業（補助） １３０億円 
     マンション全体のエネルギー管理を行う事業者（ＭＥＭＳ※アグリゲーター）を通じて導入されるＭＥＭＳの設置 

    費用の一部を補助する。本支援策を通じてＭＥＭＳ関連機器・サービスに対する民間投資を加速化するとともに、 

    省エネ・節電等のエネルギー対策に貢献する。 

                                           ※ マンション・エネルギー・マネジメント・システム 
 

 ○次世代自動車充電インフラ整備促進事業（補助） １，００５億円 
     電気自動車（ＥＶ）やプラグインハイブリッド自動車（ＰＨＥＶ）に必要な充電インフラの整備を加速することにより、 

    次世代自動車の更なる普及を促進する。 

総額：１２，０２９億円（うち財務省計上：３，０８２億円） 
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（２）研究開発、イノベーション推進（２，５２９億円） 
 ○戦略産業分野の研究開発拠点等の整備（独法施設整備費補助金） ３５０億円 
     （独）産業技術総合研究所に、次世代蓄電池やナノテクノロジー等の研究拠点等を整備するとともに、国内８地 

    域センターの研究施設・設備の老朽化対策を行う。また、（独）製品評価技術基盤機構（NITE）に、産業に有用な 

    微生物遺伝資源を安全に保管・管理するバックアップ拠点を整備するとともに、NITE 本所の試験室等に免震装 

    置等の導入・老朽化対策を行う。 
 

 ○地域新産業事業創出基盤強化事業（委託） ２０億円 
    地域が技術的な強みを有する分野を活かし、新産業を創出していくため、公設試験研究機関等に試験研究・検査 

   設備等の開発基盤を整備する。 
 

 ○iPS 細胞等自動培養装置開発加速事業（委託） ６億円 
    iPS 細胞等を用いた再生医療及び新薬候補のスクリーニングの実用化を加速するため、iPS細胞等の自動培養 

   装置等について、研究機関等による評価を行い、研究機関や企業等のニーズに合致した装置等の開発を支援す 

   る。 
 

 ○新事業創出のための目利き・支援人材育成等事業（委託） ７億円 
    ベンチャーファンド、金融機関、税理士・会計士等の官民の起業支援人材の連携を強化し、成長可能性の高いビ 

   ジネスアイディアやシーズに対する徹底した経営支援（ハンズオン支援）を行い、起業の実現を図る。加えて、その 

   成功事例やノウハウの周知等を通じて起業支援人材を育成する等により、我が国のベンチャー創出環境を大きく改 

   善させる。 
 

 ○ベンチャー企業等や先端技術の事業化のためのリスクマネー供給（産投） １，０４０億円 
    我が国の産業競争力の源泉であるベンチャー企業等や先端技術の事業化に対し重点的な支援を行うため、産業 

   革新機構の財務基盤の強化を図る。 
 

 ○ベンチャー企業への実用化助成事業（補助） １００億円 
    研究開発型ベンチャーにおける研究開発成果をより効果的・効率的に実用化するため、（独）新エネルギー・産業 

   技術総合開発機構を通じ、その実用化開発を補助する。（金融機関等と連携し実用化に向けた資金供給に関し、総 

   合的な支援を講ずる。） 
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 ○高温超電導直流送電システムの実証研究（委託） ２５億円 
     電力消費が大きいデータセンター等への配電ロスを大幅に低減するため、我が国が強みを持つ高温超電導技 

    術を活用した直流送電システムの試作・検証を実施する。 
 

 ○小型地球観測衛星網の研究開発（委託（一部補助）） ８９億円 
     現在開発中の高性能小型レーダ衛星（ＡＳＮＡＲＯ２）の開発を加速するための補助を行う。さらに、既に打ち上 

    げに成功したＡＳＮＡＲＯを核として、複数の衛星を活用する高頻度・高精度の撮像システムの開発を行い、「ＡＳＥ 

    ＡＮ防災ネットワーク」の構築を行う。その際、衛星をベトナム、タイ等へインフラ輸出することを目指す。 
 

 ○太陽光発電無線送受電技術の研究開発（委託） １０億円 
     将来の新エネルギーシステムである宇宙太陽光発電の中核的技術である、電気をマイクロ波に変えて長距離無 

    線送電を行うための技術を確立する。 
 

 ○レアメタル・レアアース等の代替材料・高純度化技術開発（補助） ３億円 
     新興国における消費量急増等に伴い価格高騰リスクや供給リスクが高まることが見込まれるレアメタル・レア 

    アース等について、低品位鉱石を活用した高純度化技術開発、代替材料技術開発等に対し補助を行い、レアメタ 

    ル・レアアースの供給の安定化を目指す。 
 

 ○燃料電池自動車のための水素供給インフラ用大型水素容器の試験施設整備事業（補助） 

                                                       ２９億円 
     2015 年に市場投入される燃料電池自動車の普及を拡大するためには、水素ステーションのコスト低減を図るこ 

    とが喫緊の課題。このためには、軽量で施工コストが安価な炭素繊維を用いた大型の高圧複合容器の開発を進 

    めることが有効であり、その試験環境の整備を行う試験研究機関に対し補助を行う。 
 

 ○放射性物質研究拠点施設等整備事業（出資） ８５０億円 
     福島第一原子力発電所事故により発生した放射性物質を分析・研究する施設、及び過酷環境下にある災害現 

    場において活動する遠隔操作機器等を開発・実証する施設を整備する。（施設整備機関への出資）。 

23 



（３）資源・海洋開発（３５５億円） 
 ○海外資源権益確保のためのリスクマネー供給（産投） ３２９億円 
     今後、新興国での消費量の増加等の理由から需要の逼迫が懸念される天然ガス、石炭及び金属鉱物の安定供 

    給を確保するため、（独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構（ＪＯＧＭＥＣ）を通じ、権益確保のための出資や債務 

    保証を行う。 
 

 ○資源権益確保推進事業（委託） １０億円 
     我が国製造業が得意とする次世代自動車製造等に必要不可欠である一方で、地域的に偏在しており、供給寡 

    占の状況下にあるレアメタル等鉱物資源を安定的に確保するため、資源国に対し、資源調査、生産技術開発、鉱 

    害防止支援等の戦略的な支援を行う。 
 

 ○海底熱水鉱床採鉱技術開発等調査事業（委託） １６億円 
     海洋鉱物資源開発を推進するためには、生産技術（採鉱分野、揚鉱分野）の確立を加速する必要。このうち、世 

    界で初めて深海底での海底熱水鉱床採掘試験に成功した採鉱技術について、実海域での改良試験を実施する。 
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２．中小企業・小規模事業者対策（５，４３４億円） 

（１）新たなビジネスへのチャレンジへの支援、ものづくり支援、商店街の活性化等 
 ○ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援補助金 １，００７億円 
     きめ細かく顧客ニーズをとらえる創意工夫を促すために、ものづくり中小企業・小規模事業者（町工場）が実施す 

    る試作開発や設備投資等に要する費用の一部を補助する。（認定支援機関たる地域金融機関等と連携し、総合 

    的な支援を講ずる。） 
 

 ○商店街まちづくり事業（補助） ２００億円 
     商店街振興組合等が、地域の行政機関等からの要請に基づいて、地域住民の安心・安全な生活環境を守るた 

    めの施設・設備の整備（防犯カメラの設置、街路灯の整備、高齢者の生活のための女性や若手の創業等による 

    空き店舗活用）等を行う場合に補助する。 
 

 ○地域商店街活性化事業（補助） １００億円 
     地域の中小小売商業者が行う集客力向上の取組や消費喚起イベント等を支援する。 
 

 ○地域自立型買い物弱者対策支援事業費（補助） １０億円 
     共同宅配や移動販売等の事業に対し補助を行い、買い物に不便を感じる高齢者等のいわゆる「買い物弱者」に 

    対し、円滑な商品購入機会を確保する。 
 

 ○中心市街地魅力発掘・創造支援事業費補助金 １５億円 
     中心市街地活性化法に基づき内閣総理大臣の認定を受けた市町村において、まちづくり会社等が実施する取 

    組を支援する。具体的には、①まちの魅力を高めるための事業化調査、②先導的・実証的な取組、③専門人材の 

    派遣に対し、緊急に重点的支援を行う。 
 

 ○地域需要創造型等起業・創業促進補助金 ２００億円 
     地域のニーズを的確に把握し独創的なサービスや商品等を新たに提供する事業計画を持つ女性に対して、そ 

    の創業事業費等の一部を補助する。 

     また、若者の起業・創業に対しても支援を行う。 

    （それぞれ認定支援機関たる金融機関等と連携し、総合的な支援を講ずる。） 
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 ○中小企業・小規模事業者人材対策事業（補助） ２８２億円 
     中小企業・小規模事業者における優秀な人材を確保するため、育児等で一度退職し再就職を希望する女性等 

    に対して、中小企業・小規模事業者が行う職場実習を支援する。 

     また、大学等での中小企業・小規模事業者の魅力発信から、学生と中小企業・小規模事業者とのマッチング、新 

    卒者の採用・定着までを一貫して支援するとともに、新卒者等に対して、中小企業・小規模事業者が行う職場実習 

    を支援する。 
 

 ○中小企業・小規模事業者海外展開事業化・研修支援事業（補助） ２０億円 
     中小企業・小規模事業者が行う海外展開に係る実現可能性調査（Ｆ／Ｓ調査）、官民の現地支援機関が連携し 

    た現地支援プラットフォームの構築等により、中小企業・小規模事業者の海外事業展開実現までの一貫した支援 

    を行う。また、中小サービス業等の海外展開を支える現地従業員を育成するために日本で行う研修等について支 

    援を行う。 
 

 ○中小企業・小規模事業者ビジネス創造等支援事業（委託） １５億円 
     ＩＴクラウドを活用し、１００万社以上の中小企業・小規模事業者と、１万以上の専門家・先輩経営者等とを 

   つなぎ、実践的な知識・ノウハウの共有やビジネスマッチング等を実現する。 
 

 ○地域力活用市場獲得等支援事業（補助） ２００億円 
     中小企業・小規模事業者が行う新商品開発、内外販路開拓、海外共同現地進出、統合財務管理ソフトの開発・ 

    導入等を支援することにより、中小企業・小規模事業者の販売力強化、・財務管理能力の向上を図る。 
 

 ○消費税転嫁対策窓口相談等事業（補助） ４２億円 
     消費税率の二段階にわたる引上げや制度変更の円滑な実施のため、中小企業団体等が行う講習会、相談窓 

    口の設置やパンフレット等による周知などに対して補助する。 
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【対象者】 
 ものづくり中小企業・小規模事業者であり、以下の要件を満たす者。 

 (1)「中小ものづくり高度化法」２２分野の技術を活用した事業である
こと 

 (2) 認定支援機関等に事業計画の実効性等が確認されていること 

 (3)顧客ニーズにきめ細かく対応した競争力強化を行う事業である
こと 

 

【対象経費】  
  原材料費、設備導入費、研究開発費（人件費含む）等 
 

ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援補助金 
平成2４年度補正予算要求額 １，００７億円 

中小企業庁 創業・技術課 
03-3501-1816 

事業の内容 

事業の概要・目的 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

中小企業 国 

補助（2/3 ） 

○きめ細かく顧客ニーズをとらえる創意工夫に取り組
むために、中小企業経営力強化支援法の認定経営革
新等支援機関（認定支援機関）等と連携しつつ、もの
づくり中小企業・小規模事業者が実施する試作開発
や設備投資等を支援します。 

補助（基金造
成） 

民間団体
等 

 
 

事業イメージ 

 設備投資     小口化・短納期化型（精密金属加工） 
 

取引先の“特急で対応して欲しい”といったニーズに
応えるため、IT関連の展示会に足を運び、バーコード
による工程・原価管理システムを導入し、製品管理
の効率化と納期短縮化を実現 

 

 試作開発    サービス化型（精密機械製造） 
 

単に受注した製品を作るだけでなく、顧客の製品イ
メージを元に長年培った知恵と経験を活用し、より良
い製品を作るための試作開発を行い、積極的に提案 

試作開発    ニッチ分野特化型（溶接等） 
 

潜在的なニーズがあるにもかかわらず、他社が気づ
かないまたは市場規模が小さいため参入しない隙間
となっているニッチ分野について、町工場の高い技術
力と機動力・柔軟性を活かし、試作開発を実施 
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商店街まちづくり事業 
平成2４年度補正予算要求額 ２００．０億円 

事業の内容 

条件（補助率、対象者、補助金額） 

事業の概要・目的 

中小企業庁 商業課 
０３－３５０１－１９２９ 

国 
商店街振興組合

等 

2/3補助 

基金管理
団体 

○商店街は地域コミュニティの担い手であり、地域の
住民が安心・安全に生活できる環境の維持に大きく
貢献しています。 

○一方で、商店街をとりまく経営環境等がますます厳
しくなっており、こうした機能の維持が困難になりつつ
あります。 

○このため、商店街振興組合等が、地域の行政機関
等からの要請に基づいて、地域住民の安心・安全な
生活環境を守るための施設・設備の整備等を行う場
合に、基金を造成し、補助を実施します。 

執行管理事務局 

基金 
造成 

 
 
 
 

事業イメージ 

①地域住民の安心・安全な生活環境を守るための施
設・設備の整備等に対して、 

②当該地域の行政機関等を条件として、 
  公共性の高い事業として支援を行います。 
 
【地域の行政機関等からの要請に基づく施設・設備整備例】 
・警察や学校からの要請に基づいた防犯カメラの設置や街路
灯の充実  

・地元の消防署からの要請に基づいたアーケード改修等 
・地元市役所からの要請に基づいた高齢者の安心生活のた
めの空き店舗を活用したチャレンジショップ 

防犯カメラの設置 街路灯の充実 

学校 警察 消防 その他行政機関 

地域の行政機関等からの要請 

空き店舗活用 28 



地域商店街活性化事業 
平成2４年度補正予算要求額 １００．０億円 

 
  

条件（対象者、対象行為） 

○商店街は単なる商品・サービスの提供の場であることを超
えて、地域の安心・安全や地域住民の交流の場など、地域
の生活の基盤としての様々な機能を担っています。景気が
弱めの動きとなる中で、こうした地域コミュニティの拠点
である商店街が着実に対応していけるよう、平成２４年度
内から息の長い対策が必要となっているところです。 

○このため、中長期的視点から商店街活性化施策を実施する
ため、基金を造成します。 

  
 
 

基金造成 

中小企業庁 商業課 
03-3501-1929 

基金管理団体 
商店街振興組合

等 

事業の内容 

事業の概要・目的 

事業イメージ 

国 

◇支援対象・商店街の継続的な活性化が期待できるイベント開
催 等  

     ・商店街が主体となった被災地物産展の開催 
          ・商店街のＰＲ情報誌等の作成 
◇補助対象者：商店街振興組合 等 

 全国商店街振興組合連合会に基金を設置し、
地域住民が安心して生活できる環境を維持し
ている商店街が再生に向けた意欲的な取組を
行う場合に継続的に支援を実施する。 
 

商店街の継続的な活性化が 
期待できるイベント開催 

商店街マップ作成  
補助（定額） 被災地物産展の開

催 
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○新たに起業・創業や第二創業を行う女性及び若者
に対して事業計画を募集し、計画の実施に要する
費用の一部を助成することで、地域需要を興すビ
ジネス等を支援します。 

（例）日本人の体型に合わせ改良したオリジナル  
抱っこ・おんぶひもの企画・販売 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
※ 「中小企業経営力強化支援法」に基づく「認定経営革新等支援機関」を指   
    します。 

 

事業の内容 

事業の概要・目的 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

国 

補助 

個人等 民間企業等 

10/10 

補助 

2/3 

 【対象者】 
  起業・創業や第二創業を行う個人、中小企業・小規  
 模事業者（認定支援機関※たる金融機関等の支援を受
けたもの） 

 

 

事業イメージ 

起業家・経営者による 
事業計画の策定等 

 審査委員会による 
事業計画の審査 

起業家・経営者による 
事業計画の実行  

支援 

起業・創業や第二創業を 
行う女性及び若者 

認
定
支
援
機
関
た
る
金
融
機
関
等 

応募 

基金造成 

○認定支援機関たる金融機関等は、起業家・経営者
に対して事業計画策定・実行の支援等を行います。 

支援 

 
地域需要創造型等起業・創業促進補助金 
平成2４年度補正予算要求額 ２００．０億円 

 

中小企業庁 創業・技術課 
03-3501-1816 
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中小企業・小規模事業者人材対策事業 
平成2４年度補正予算要求額 ２８１．８億円 

※既存予算を活用し、３０４．７億円分の事業を実施 

事業の内容 事業イメージ 

事業の概要・目的 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

経済産業省 

補助（定額） 

基金管理団体 民間企業等 

委託・補助 

○内外の厳しい経営環境の中、経営資源の乏しい中小企
業・小規模事業者は、自主的な取組だけでは優秀な人材
を確保することが困難な状況です。また、中小企業・小
規模事業者にとって、採用後の人材定着も課題となって
います。 

○一方、魅力ある中小企業・小規模事業者を知らず、就職
できない新卒者や留学生、育児等で退職し、再就職を希
望する女性等（新戦力）等、相当数の人材ストックが存
在しています。 

○こうした中、中小企業・小規模事業者が優秀な人材を確
保していくためには、職場実習を通じた中小企業・小規
模事業者と人材等のマッチングのほか、地域特性に応じ
て大学等との日常的な顔が見える関係作りから、マッチ
ング、新卒者の採用・定着までを一貫して支援する体制
の構築が重要です。 

○こうした取組を支援することで、地域における中小企
業・小規模事業者の将来を担う人材の確保・定着・育成
を行い、我が国経済や地域の産業・雇用を支える中小企
業・小規模事業者の経営力強化を図ります。 

  

１．新卒者就職応援プロジェクト 
 

 新卒者等及び平成２２年３月以降に大学等を卒業した未
就職者に対し、中小企業・小規模事業者の事業現場で働く
上で必要な技能・技術・ノウハウを習得する機会を提供す
るため、中小企業・小規模事業者で実施する職場実習を支
援する。 
 ○対 象：新卒者等（２万人規模で実施）   
 ○助成金：実習生に日額７，０００円 
      （実習期間は数ヶ月～６か月程度） 

３．地域中小企業の人材確保・定着支援事業 
 

 中小企業・小規模事業者が優秀な人材を確保していくため、
地域の中小企業団体と大学等が連携し、中小企業・小規模事
業者と学生の日常的に顔が見える関係構築から両者のマッチ
ング、新卒者等の採用・定着までを一貫して支援する。 

委託：新卒者就職応援プロジェクト、中小企業新戦力発掘プロジェクト 
補助（定額） ：地域中小企業の人材確保・定着事業 

２．中小企業新戦力発掘プロジェクト 
 

 育児等で一度、退職し、再就職を希望する女性等（新戦
力）に対し、職場経験のブランクを埋める機会を提供する
ために、中小企業・小規模事業者で実施する職場実習を支
援する。 
 ○対 象：育児等で退職し、再就職を希望する女性等 
      （５千人規模で実施） 
 ○助成金：実習生に日額６，０００円 
      （実習期間は数週間～６か月程度） 

中小企業庁 経営支援課 
０３－３５０１－１７６３ 

中小企業庁 新事業促進課 
０３－３５０１－１７６７ 

基金積増し 
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○国内需要の停滞等により、我が国中小企業を取り巻く環境
が厳しさを増す中で、中小企業の発展と地域経済の活性
化・雇用確保のため、成長著しい海外市場の需要獲得が喫
緊の課題となっています。 

 

○このため、中小企業の海外展開に係る実現可能性調査（Ｆ
／Ｓ調査）等を通じた企業発掘・育成から、官民の支援機関
が連携した現地支援プラットフォームを活用した海外事業展
開実現までの一貫した支援事業を行います（①）。 

 

○また、サービス業の海外展開ニーズが近年急速に拡大する
一方、内需型産業であったサービス業にとって海外現地の
人材の層が薄いことが大きな課題です。 

 

○このため、中小サービス業等が現地事業を担う中核人材を
日本で育成する取組について支援を行い、海外展開の加
速化を図ります（②）。 

 

中小企業・小規模事業者海外展開事業化・研修支援事業 
平成2４年度補正予算要求額 ２０．０億円 

中小企業庁 新事業促進課 
03-3501-1767 

通商政策局 通商政策課／貿易経済協力局 技術協力課 
03-3501-1654／03-3501-1937 

事業の内容 

事業の概要・目的 

補助 

海外 

中小企業 

日本 

事業イメージ 

現地拠点の社員等を日本に招聘 
・日本での講義型研修 
・日本企業での現場研修 
（日本のホスピタリティ等の修得） 国 

（独）中小企業基盤整備機構 
（独）日本貿易振興機構 

補助 

(定額)  

中小 
企業 

補助 
（F/S調査） 

（2/3)  

基金化 補助 

（2/3)  (定額)  (定額)  

補助 

（研修費等） 研修運営管理 

①中小企業海外展開一貫支援事業 

②中小サービス業等海外現地人材研修支援事業 現地拠点
等 

ワンストップ相談窓口による 
相談受付・指導 

海外展開計画策定に必要なＦ/Ｓ調査等を支援 

海外展開計画の実行を現地で支援 

海外展開 
支援協議会 

①国内での事前準備支援 
②海外での現地調査支援 
 

※他予算と連携し、国内外の展示会出展支援等も実施 

海外展開現地 
支援プラットフォーム 

○現地の支援機関のプラットフォーム作り、現地パートナー、潜在顧
客等とのマッチング、 現地拠点設立等をサポート 

発掘 

現地 

支援 

②中小サービス業等海外現地人材研修支援事業 

①中小企業海外展開一貫支援事業 

○各地域の協議会と連携して、「攻め」のＰＲで企業発掘 

国 民間機関等 民間機関等 
中小 
企業 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

事前準備 

販路開拓 

日本人の専門家を派遣 
・現地拠点等での現場指導 
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○ 震災・円高など、中小企業・小規模事業者を巡る内外環境が

これまでになく大きく変化する中で、中小企業・小規模事業者
の経営課題・経営支援ニーズは複雑化・高度化・専門化して
います。 

 

○ こうした経営課題・相談ニーズにきめ細かく対応できる経営
支援体制を再構築することが必要となっています。 

 

○ そのため、100万社以上の中小企業・小規模事業者や起業を
目指す者等が利用でき、１万以上の支援人材・機関が参画す
るＩＴクラウドを活用したプラットフォームを構築します。 

 

○ これにより、意欲はあるものの「知識」が十分でない中小企
業・小規模事業者等に対して、専門家や先輩経営者等による
高度で生きた知識・ノウハウの提供や、高度な経営改革支援
等を実現します。 

 
 

中小企業・小規模事業者ビジネス創造等支援事業 
 平成2４年度補正予算要求額 １４．８億円 

中小企業庁 経営支援課  
03-3501-1７６３ 

国 

委託 

民間団体
等 

 

○ 国が、民間企業等への委託により、時間・場所にとらわれず
に利用できるITクラウドを活用したシステムを構築。 
 

○ 100万以上の中小企業・小規模事業者と1万以上の専門家・
先輩経営者等とをつなぎ、中小企業・小規模事業者の知識サ
ポート、ビジネスマッチングのニーズに対応。 

 

○ 具体的には、以下の４つの基本機能を実装： 
 ①政策情報提供、申請受付（ワンストップ化） 
 ②コミュニティ形成、マッチング 
 ③企業間の業務連携（地域での共同受発注など）、 
 ④経営改革支援（ビッグデータ活用による高度な経営分析等） 
 

 
 
 
 

事業の内容 事業イメージ 

事業の概要・目的 

中小企業・小規模事業
者 

知識サポート等 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

1万以上の支援人材・機関
先輩経営者 

ＩＴプラットフォーム 

情報提供 業務連携 経営改革
支援 

経営情報の 

把握・分析 

支援施策情報 

ＦＡＱ 

成功事例 等 

インターネット 

マッチング 

支援 

マッチング 

・・・ 

100万社以上の 

中小企業・小規模事業者 等 

・ 起業、資金調達、事業承継、 

販路開拓・商品開発に悩む者 等 
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地域力活用市場獲得等支援事業 
平成2４年度補正予算要求額 ２００．０億円（新規） 

中小企業庁 小規模企業政策室 
０３－３５０１－２０３６ 

事業の内容 事業イメージ 

事業の概要・目的 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

国 基金管理団体 

補助 

中小企業・ 
小規模事業者 

補助 基金造成 

○経済環境が厳しい中で、地方の中小企業・小規模事業者の

新商品等の開発や国内外の販路開拓を通じてその価格交渉

力を強化することが重要。 

 

○我が国の中小企業・小規模事業者のほとんどは、商品開発

や販路開拓等に必要な経営資源（資金・人材）が不足してい

ることから、全国にネットワークを持ち、また地域に密着してい

る商工会・商工会議所を活用しながら、中小企業・小規模事

業者の新商品等の開発や、国内外の販路開拓を、総合的に

支援する。 

 

新商品等の開発 

中小企業・小規模事業者 

商工会・商工会議所 

連携 

国内外販路開拓・海外現地進出 

顧客・市場からのフィードバック 

顧客・市場のニーズにマッチした 

ブラッシュアップ 

商工会・ 
商工会議所 
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 具体的には、以下のような事業などを実施します。 
 
  
 
 
  
 
 
 
   
 
 
 
 
   
 
 
 
 
 
 
 

   
   
   

  中小企業団体等と連携して、消費税制度の改正
内容や政府の講ずる転嫁対策などについての中小
企業向けの分かり易いパンフレット等により、周
知を行います。 

  
 

   
   

  消費税制度の改正内容について周知徹底を図る
とともに、消費税の転嫁円滑化等を促進するため、
中小企業団体や認定経営革新等支援機関等と連携
して講習会を開催します。  

 

   

  中小企業からの消費税の価格転嫁等に関する相
談に対応するため、中小企業団体等と連携して相
談窓口を設置します。 

 

 
 
 

 
○消費税率の引上げに際して消費税を円滑に転嫁でき
るかどうかは、中小企業にとって最大の懸念事項の
一つです。また、二段階にわたり税率の引上げが実
施されることなどから、万全の対策を講じることが
必要です。 

 
○そこで、消費税率の二段階にわたる引上げや制度変
更の円滑な実施のため、中小企業団体等と連携して、
講習会の開催、相談窓口の設置やパンフレット等に
よる周知等を行います。 

 
 
 
 

消費税転嫁対策窓口相談等事業 
平成2４年度補正予算要求額 ４２．１億円 

中小企業庁 小規模企業政策室 
03-3501-2036 

中小企業庁 財務課 
03-3501-5803 

国 

事業の内容 事業イメージ 

事業の概要・目的 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

商工会、商工会議所、 
都道府県商工会連合会 

日本商工会議所 
全国商工会連合会 
全国中小企業団体中央会 
全国商店街振興組合連合 等 

補助 
補助率 
10/10 

相談窓口の設置 

講習会の開催 

パンフレット等の配布 
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（２）経営改善・事業再生支援、資金繰り支援 
 ○認定支援機関向け経営改善・事業再生計画研修事業（補助） ５億円 

     経営力強化支援法に基づく認定支援機関（税理士、弁護士、金融機関等）に対して、大手会 

    計法人等による研修を実施し、事業再生・経営改善計画の策定能力の強化を行い、中小企業・ 

    小規模事業者の事業再生・経営改善を促進する。 

 ○認定支援機関による経営改善計画策定支援（補助） ４０５億円 

     中小企業・小規模事業者が行う経営改善計画の策定に対して、経営力強化支援法に基づく 

    認定支援機関が行う支援やフォローアップに対して補助を行う。 

 ○中小企業再生支援協議会の機能強化（補助） ４１億円 

     年３千件程度の事業再生計画の策定支援を確実に実施できるよう、中小企業再生支援協議会     

    の全国本部の人員の拡充等の機能強化を進める。 

 ○中小企業・小規模事業者の資金繰り支援（その他） ２，８９３億円 

                           （※財務省計上１，７１３億円、経産省計上１，１８０億円） 

     経営支援とあわせた公的金融・信用保証による資金繰り支援を実施し、中小企業・小規模 

    事業者の再生・経営改善等の取組を推進しながら、中小企業・小規模事業者の資金繰りに万 

    全を期す。 
      ・セーフティネット貸付の創設等 １，４０７億円 

        経営環境の変化等により一時的に業況が悪化している中小企業・小規模事業者の経営改善を支援するため、経営力強化支援      

       法に基づく認定支援機関等による経営支援を前提としたセーフティネット貸付の創設等。 

      ・資本性务後ローンの拡充 ９８６億円 

        新事業展開・事業再生に取り組む中小企業・小規模事業者に対して、リスクの高い長期（7 年・10 年・15 年）・一括償還の資金 

       （資本性資金）を供給し、財務基盤を強化することで、民間からの協調融資を呼び込み、中小企業・小規模事業者の資金繰りを 

       安定化。 

        ※資本性資金とは、法的倒産手続きの開始決定がなされた場合に、全ての債務に务後する融資であり、金融庁の金融機関向   

         け検査では「自己資本」とみなすことができる。 

      ・借換保証の推進 ５００億円 

        経営力強化支援法に基づく認定支援機関の力を借りながら、経営改善に取り組む場合に保証料を減免する経営力強化保証な   

       ど、複数の借入債務を一本化し返済負担の軽減を図る借換保証を推進し、中小企業・小規模事業者の資金繰りを安定化。 
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認定支援機関向け経営改善・事業再生研修事業 

平成2４年度補正予算要求額 ５．０億円 

 
  

【内  容】 
 経営改善計画や事業再生計画等の作成等を
手がける大手会計法人、ビジネスコンサルティン
グ会社等が講師となり、全国各地で研修を開催。 
 
（計画策定のフローから実際のケーススタディま
で、 
 ３日間程度の座学・演習講座を想定。） 
 
【対  象】 
 経営力強化支援法に基づく認定支援機関であ
る税理士、弁護士、金融機関等。 
 
【事業実施主体】 
 中小企業基盤整備機構 
  

 

○ 金融機関等が条件変更を行う前提として、中小企業・小規
模事業者が適切な再生・経営改善計画を策定できることが重
要です。 

○ 多くの中小企業・小規模事業者は、自ら再生・経営改善計
画等を策定できないため、税理士、弁護士、金融機関等の支
援人材が同計画を策定支援していくことが求められます。 

○ 今般、再生や経営改善に向けたノウハウやスキルの向上を
行う研修を、経営力強化支援法に基づく税理士、弁護士、金
融機関等の認定支援機関に対して実施し、地域における再
生や経営改善計画を策定できる人材の強化を図り、中小企
業・小規模事業者の円滑な再生や経営改善を促進します。 

事業の内容 

事業の概要・目的 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

事業イメージ 
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補助金 

国 

研修の 
企画、開催 

中
小
機
構 

大
手
会
計
法
人
等 

認
定
支
援
機
関 

委託 

中小企業庁 金融課 
０３－３５０１－２８７６ 
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認定支援機関による経営改善計画策定支援 
平成2４年度補正予算要求額 ４０５．０億円 

 
  

○ 金融機関等が条件変更を行う前提として、中小企業・小規模事 

  業者が適正な経営改善計画や再生計画を策定できることが重要 

  です。他方、多くの中小企業・小規模事業者は、自ら経営改善計 

  画等を策定することが難しいため、公認会計士や税理士等の支 

  援人材が同計画の策定を支援していくことが求められています。 

 

○ そのため、中小企業再生支援協議会を通じて、認定支援機関によ
る中小企業・小規模事業者への経営改善計画策定を支援し、経営改
善を促進します。 

事業の内容 

事業の概要・目的 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

38 

補助 

国 

経営改善
計画費用を
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基
金
管
理
団
体 

認
定
支
援
機
関 

再
生
支
援
協
議
会 委託 

国 

基金管理団体 

認定支援機関 再生支援
協議会 

中 小 企 業 
小規模事業者 

事業イメージ 

基金補
助 

委託 

経営改善計画の
策定支援（※）と
計画のフォローア
ップ 
 

（※）認定支援機関による経営改善計画
策定費用やデューデリジェンス費用
の一部を助成して、中小企業・小規
模事業者の経営改善を促進します。 

 

計画のチ
ェックとフ
ォローアッ
プの進捗
管理 

中小企業庁 金融課 
０３－３５０１－２８７６ 
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中小企業再生支援協議会の機能強化 
平成2４年度補正予算要求額 ４０．５億円 

 
 

事業の内容 事業イメージ 

事業の概要・目的 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

常駐専門家の増員・配置 

外部専門家 
の活用   

中小企業・小規模事業者等 

協議会 

中小企業再生支援全国本部 

経営改善支援 
事業再生支援   

国 基金管理団体 
補助 

  ○年３千件の再生計画策定支援の確実な実施に向けて、  
   中小企業再生支援協議会の体制を抜本強化し、支援に 
   係る質の向上及び量の増加を図ります。 
 
  ○具体的には、以下の支援体制の強化措置を中小企業再 
   生支援全国本部（中小機構）に実施します。 
 
   ・全国本部の人員拡充 
   ・全国本部から各協議会への外部専門家派遣 等 
 
    
 

    

 

 

謝金等 

専門家 

協議会 協議会 

 ※中小企業再生支援協議会の体制を抜本強
化することにより、中小企業・小規模事
業者に対する計画策定支援体制の強化。 

     
 

    

 

 

  地域マネージャー 
 の設置   

巡 
回 
指 
導 
 

中小企業庁 金融課 
０３－３５０１－２８７６ 
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中小企業・小規模事業者の資金繰り支援（経済産業省） 
 平成2４年度補正予算額 １，１８０億円 

 
 

事業の内容 事業イメージ 

事業の概要・目的 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

・損害担保 
・利子補給 等   

中小企業・小規模事業者 

低利融資等（※） 

指定金融機関（商工中金等） 

 
(株)日本政策金融公庫 

 

（※）主な低利融資等の内容 
 （セーフティネット貸付） 
 ・厳しい業況にあり、認定支援機関（注）等の経営指 
  導を受ける場合 
                 基準利率－０．４％ 
 ・雇用の維持・拡大を図る場合 
                 基準利率－０．２％ 
 
 （注）中小企業経営力強化支援法（中小企業の新たな事業活 
   動の促進に関する法律）に基づき認定される「認定経営革 
   新等支援機関」を指します。 
 
 
  

国 
日本政
策金融
公庫 出資金 

中小
企業 低利融資 

○公庫（中小）が低利融資等を行うために必要な財政支 
 援を行います。 
 

国 
日本政
策金融
公庫 出資金 補給金 

指定
金融
機関 

中小
企業 融資 

○指定金融機関が行う低利融資等に対して、公庫（危機 
 対応）が利子補給等を行うために必要な財政支援を行 
 います。 
 

 ○本事業は、経済環境の変化等により一時的に業況が悪化 

    している中小企業・小規模事業者、新事業展開・事業再生 

   に取り組む中小企業・小規模事業者等に対し、日本公庫 

   （中小企業事業）等が「セーフティネット貸付」、「資本性 

   ローン」等により融資を行うことにより、中小企業・小規模事 

   業者の資金繰りの円滑化及び経営改善等を支援するもの 

   です。 

 

中小企業庁 金融課 
０３－３５０１－２８７６ 
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２．平成２５年度中小企業・小規模事業者関係

予算案の概要       
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Ⅰ．概算要求額 

 大型経済対策（補正）と２５年度予算の「切れ目のない対策」により、地域経済を支える中小企業・
小規模事業者の活力を引き出すとともに、事業再生に向けた取り組みの徹底支援を行う。 

 平成２５年度予算では、小規模事業者に着目した施策を拡充するとともに、ものづくりや海外展開
への新たな挑戦、地域商業の機能強化、中小企業・小規模事業者の事業再生の取り組みを支援す
る。 

１ ．概要 
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（１）小規模事業者の支援 
  ■小規模事業者活性化補助金 

  ■中小企業・小規模事業者ビジネス創造等支援事業 

  ■下請中小企業・小規模事業者自立化支援事業 

  ■ものづくり小規模事業者等人材育成事業 

  ■小規模事業対策推進事業 

  ■小規模事業者経営改善資金融資補給金 
 

（２）ものづくりや海外展開等への新たな挑戦の支援 
  ■ものづくり中小企業連携支援事業 

  ■ものづくり小規模事業者等人材育成事業（再掲） 

  ■中小企業海外展開総合支援事業 

  ■中小企業海外高度人材育成確保支援事業 

  ■新事業活動・農商工連携等促進支援事業 

  ■農業成長産業化実証事業 

  ■クールジャパンの芽の発掘・連携促進事業 
 

（３）地域商業の機能強化による地域経済の活性化 
  ■地域中小商業支援事業 

  ■中心市街地魅力発掘・創造支援事業 
 

（４）中小企業・小規模事業者の事業再生 
  ■認定支援機関等研修事業 

  ■中小企業再生支援協議会事業 
 

（５）資金繰り支援 
  ■中小企業・小規模事業者の資金繰り支援 

  ■中小企業経営力強化資金融資事業 

  ■中小企業経営力基盤支援事業（経営力強化保証制度） 
 

（６）消費税引き上げに伴う転嫁対策 
  ■消費税転嫁状況監視・検査体制強化等事業 

  ■消費税転嫁対策普及事業 

２ ．重点項目 
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 ○小規模事業者活性化補助金 ３０．０億円（新規） 
    認定支援機関（注１）たる金融機関等と連携して、約１，４００の小規模事業者において、女性や若者をはじめ 

   とした意欲ある経営者や従業員が行う新商品・新サービスの開発、販路開拓の取組を支援する（補助率２／３）。 

   （注１）経営力強化支援法に基づき、経営革新等支援機関として、認定を受けた者。平成２５年１月時点で、税理士、弁護士、 

       公認会計士、地域金融機関など約3800機関。 
 

 ○中小企業・小規模事業者ビジネス創造等支援事業 ４８．０億円（新規） 
    １００万社以上の中小企業・小規模事業者と１万以上の支援者をつなぐ、ＩＴを活用した支援ポータルサイト 

   を運営するとともに、約１５万社の中小企業・小規模事業者に対して、新しいビジネスプランの提案、知的財産 

   管理等の支援を行う専門家を派遣する。 
 

 ○下請中小企業・小規模事業者等自立化支援事業 ７．０億円（新規） 
    大企業依存を脱するために、小規模事業者等のグループが行う自立的な活動を２５件程度補助するとともに 

   取引先の大企業の生産拠点の閉鎖に直面する下請小規模事業者等が行う新分野の需要開拓活動等を４０件 

   程度補助する（補助率２／３）。 
 

 ○ものづくり小規模事業者等人材育成事業 ３．５億円（新規） 
    優れた技術・技能を有する者を支援者として活用し、約１，８００の小規模事業者等の中核人材の指導力を向 

   上させることにより、技術・技能の継承を支援する。 

  中小企業・小規模事業者の支援 

○中小企業・小規模事業者は、日本経済の成長と地域経済を支える重要な存在。 

○中小企業・小規模事業者の活力を引き出すために、小規模事業者等に対する支援策を拡充、もの 

 づくりや海外展開への新たな挑戦、地域商業の機能強化、中小企業・小規模事業者の事業再生の 

 支援などの取り組みを推進する。 

■（１）小規模事業者等の支援 

○：一般会計、（ ）内は24年度当初予算額 ３．主な事業 
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 ○ものづくり中小企業連携支援事業 １１８．７億円（新規） 
    中小企業・小規模事業者、地域の大学等の研究機関等が連携して行う、特定ものづくり基盤技術（鋳造、 

   鍛造、切削加工、めっき等）の高度化に資する研究開発（委託：４００件程度、４，５００万円程度）を支援する。 

   また、優れた技術の事業化に向けた実証研究、技術流出防止対策等を目指して行う試作開発・販路開拓を 

   補助する。 
 

 ○ものづくり小規模事業者等人材育成事業（再掲） ３．５億円（新規） 
 

 ○中小企業海外展開総合支援事業 ３１．５億円（新規） 
    ジェトロ及び中小機構が連携し、中小企業・小規模事業者に対して、海外市場等に関する情報提供、販路 

   開拓、海外展開計画の実現可能性調査等を支援する。また、世界に通用するブランド力の確立を目指す複数 

   の中小企業・小規模事業者等の連携活動に対して新商品開発等の支援を行う。 
 

 ○中小企業海外高度人材育成確保支援事業 ０．６億円（新規） 
    中小企業・小規模事業者の優秀な現地人材の確保のため、海外の大学・高専等との連携による日本企業    

   文化講座の開設やインターンシップ等を委託する。 
 

 ○新事業活動・農商工連携等促進支援事業 １８．６億円（新規） 
    中小企業新事業活動促進法、農商工連携等促進法等に基づき、中小企業・小規模事業者による先進的 

   かつモデル性の高い新商品・新サービスの開発・販路開拓（５００件程度、補助率２／３）を補助する。 
 

 ○農業成長産業化実証事業 ６．８億円（新規） 
    地域に散在する工業技術、商業ネットワーク等を活用し、先端技術を活用したシステム（植物工場等）の実 

証、効率的な加工・流通等を行う国内外の枠組み等の構築、統一ブランドの構築等の取組を数プロジェクト補
助する。 

■（２）ものづくりや海外展開等への新たな挑戦の支援 
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 ○小規模事業対策推進事業 １８．７億円（２１．９億円） 

    商工会・商工会議所を通じた小規模事業者支援を推進するため、全国商工会連合会・日本商工会議所が 

   行う、全国２，０００ヵ所以上の商工会・商工会議所に対する指導事業等を支援する。 



 ○地域中小商業支援事業 ３８．７億円（新規） 
    地域住民のニーズを踏まえた施設の整備、店舗の集約化等など、商店街等による地域コミュニティ機能再 

   生に向けた取組を補助するとともに、空き店舗活用事業や地域資源を活用した集客事業等の商店街活性化 

   にむけた取組を補助する。 
 

 ○中心市街地魅力発掘・創造支援事業 １０．０億円（新規） 
    中心市街地において、まちづくり会社等が行う①まちの魅力を高めるための知恵の掘り起こしや人材の確 

   保・育成、②まちの魅力を発信する試みで、リスクが高く民間では実施が難しい実証的な取組を支援する。 

■（３）地域商業の機能強化による地域経済の活性化 

■（４）中小企業・小規模事業者の事業再生 

 ○認定支援機関等研修事業 １．２億円（新規） 

    認定支援機関（注１）に対し、事業再生・経営改善計画策定の能力強化のための研修を実施するとともに、 

  今後経営支援の担い手として期待される若手専門家に対する実践的な研修を実施する。 
 

 ○中小企業再生支援協議会事業 ４３．４億円（４７．０億円） 
    収益性のある事業を有しているが財務上の問題を抱えている中小企業・小規模事業者の再生を支援する 

   ため、中小企業再生支援協議会の常駐専門家による窓口相談、再生計画策定支援、モニタリング等を行う。 
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 ○クールジャパンの芽の発掘・連携促進事業 １０．０億円（新規） 

    クールジャパンの芽となる中小企業等が有する魅力（地域産品、食、アニメ、ものづくり、観光等）をプロ 

   デューサー人材等が発掘し、海外事業展開・日本における消費の増大につなげるため、数十箇所程度の事 

   業を行う支援ネットワーク整備を委託する。 



■（５）資金繰り支援 

 ○中小企業・小規模事業者の資金繰り支援 ２６５．４億円（２６９．７億円） 

    公的金融・信用保証制度による中小企業・小規模事業者の資金繰り支援に必要な予算を確保する。 
 

 ○中小企業経営力強化資金融資事業 ４．４億円（新規） 
    認定支援機関（注１）が、中小企業・小規模事業者に対して事業計画の策定支援や期中におけるフォロー 

   アップ等の経営支援を行う場合に、中小企業・小規模事業者に対して、貸出金利を引き下げる日本政策金 

   融公庫の低利融資制度により、金融面だけでなく、経営状態を改善する取組を支援する。 
 

 ○中小企業経営力基盤支援事業（経営力強化保証制度） ２．０億円（２．０億円） 

    認定支援機関（注１）が、中小企業・小規模事業者に対して事業計画の策定支援や期中におけるフォロー 

   アップ等の経営支援を行う場合に、中小企業・小規模事業者に対して、信用保証協会の保証料を減額し、 

   金融面だけでなく、経営状態を改善する取組を支援する。 

■（６）消費税引き上げに伴う転嫁対策 

 ○消費税転嫁状況監視・検査体制強化等事業 １９．８億円（新規） 
    中小企業・小規模事業者が消費税を円滑に転嫁できるよう、消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のため 

   の法的措置や、消費税転嫁に係る下請代金支払遅延等防止法の違反行為等に関する情報収集及び調査 

   を行うため、時限的に人員を拡大するなど、監視・検査体制を強化する。 
 

 ○消費税転嫁対策普及事業 ２．０億円（新規） 
    消費税率の二段階にわたる引上げや制度変更の円滑な実施のため、中小企業団体等と連携して、パンフ

レット等の配布による周知を行う。 
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